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東京都市計画 西北部流通業務団地
都市計画変更素案説明会

令和６年９月12日・15日
東京都 都市整備局
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南部流通業務団地

(大田区)
東部流通業務団地
(江戸川区)

西北部流通業務団地

(板橋区)

北部流通業務団地

(足立区)

流通業務団地は、集約的に流通業務施設を整備し、首都圏を支える物流拠点として、区部４

か所に整備されました。

いずれも昭和40～50年代に「流通業務団地」等の都市計画が定められており、この都市計

画に沿って、団地の基盤は行政等が整備し、施設は民間事業者等が整備・運営しています。

既成市街地周辺部の交通・地理条件の良好な位置に計画的に誘導することにより、都民の日

常生活物資等の安定供給の確保や道路交通の円滑化を図り、都市機能の維持・増進に寄与して

います。

１ 流通業務団地について



出典:国土地理院ウェブサイト

名称：東京都市計画流通業務団地「西北部流通業務団地」
位置：板橋区高島平六丁目及び高島平七丁目 各地内
面積：約31.4ha

（内訳）流通業務施設：約27.4ha 公共施設(道路)：約4.0ha
当初決定：昭和46年２月８日建設省告示

２ 西北部流通業務団地について

荒川

出典:国土地理院ウェブサイト 2



名称 西北部流通業務団地
位置 板橋区高島平六丁目地内
面積 約３１．４ｈａ
流通業務施設
の規模

面積 建蔽率 容積率 高さ制限
トラックターミナル
等貨物の積卸しのた
めの施設

約１１．６ｈａ

６／１０ ３０／１０ なし
卸売市場 約 ６．１ｈａ
倉庫・野積場等

約 ８．９ｈａ
事務所又は店舗
その他の施設
(コンテナデポ) 約 ０．８ｈａ

道路 区画街路（7路線）
幅員:２０～６ｍ、延⾧:約３，２００ｍ

３ 現在の都市計画で定めている事項

※その他の都市計画で定められている内容
●用途地域
準工業地域（建蔽率60％、容積率300％）が指定されています。

●高度地区

建物の高さは30ｍ以下と定められています。
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４ 近年の流通業務団地に関するニーズ

①物流機能の多様化

インターネット通販等の普及に伴い、品物の保管や店舗への配送だけでなく、

商品管理や流通加工、個別配送等の複合的な物流施設が必要となっています。

保 管

商品管理 -流通加工-

・包装

・梱包

・組立

等々
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②物流関連施設や就業者支援施設等の導入

③施設・フロアの大型化

４ 近年の流通業務団地に関するニーズ

物流施設の複合化に伴う展示場や会

議室等の関連施設や、充実した休憩室

や保育施設等の就業者支援スペースと

いった付帯機能が必要となっています。

複合的な施設や就業者支援スペース等の必要性を満たすため、施設・フロア

の大型化がトレンドとなっています。
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５ 都市計画変更素案

名称 西北部流通業務団地
位置 板橋区高島平六丁目地内
面積 約３１．４ｈａ
流通業務施設
※１の規模

面積 建蔽率※２ 容積率 高さ制限
約２７．４ｈａ ６／１０ ３０／１０ なし
注１:流通業務市街地整備法第５条第１項第１号から第６号までの各号に掲げる施設を
いう。
注２:建築物の建築面積の敷地面積に対する割合は、建築基準法第５３条第３項第１号
イのうち耐火建築物等（自転車の停留又は駐車のための施設にあっては、同号イの耐火
建築物等又はロの準耐火建築物等）又は第２号のいずれかに該当する建築物にあっては
１０分の１を加えた数値とする。

道路 区画街路（7路線）
幅員:２０～６ｍ、延⾧:約３，２００ｍ

流通業務市街地の整備に関する法律 第５条

一 トラックターミナル、鉄道の貨物駅その他貨物の積卸しのための施設

二 卸売市場

三 倉庫、野積場若しくは貯蔵槽（政令で定める危険物の保管の用に供するもので、政令で定めるものを除

く。）又は貯木場

四 上屋又は荷さばき場

五 道路貨物運送業、貨物運送取扱業、信書送達業、倉庫業又は卸売業の用に供する事務所又は店舗

六 前号に掲げる事業以外の事業を営む者が流通業務の用に供する事務所 6



業種別の施設区分を「流通業務施設」に統合

区分

トラックターミナル

卸売市場

倉庫・卸売業

卸売業

コンテナデポ

区分

流通業務施設

６ 変更概要 ①業種制限の緩和
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変更前
建築物の建築面積の建築敷地に対
する割合（建蔽率）は6/10

変更後
建築物の建築面積の建築敷地に対
する割合（建蔽率）は6/10

敷地面積

建築面積

建築面積
敷地面積

建蔽率＝ ×100

６ 変更概要 ②建蔽率

角地にある敷地で建物
を建てる場合

道路

道
路

建築物

敷地

２つの道路に挟まれた敷
地で建物を建てる場合

道路

建築物

敷地

道路 ８ｍ以上

８ｍ以上

35ｍ
以内

注:耐火建築物
または
角地等にある建物
は、10分の1を加える
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建蔽率の緩和
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